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環 境 基 本 計 画 

（ 抜 粋 ） 

平成３０年４月１７日 



 

第２部 環境政策の具体的な展開 

第３章 重点戦略を支える環境政策の展開 

 

４．環境リスクの管理 

 

（２）化学物質管理 

有害化学物質の管理については、国民の健康や環境を守るという視点に立ち、「化学 

物質の審査及び製造等の規制に関する法律」（昭和 48 年法律第 117 号。以下「化学物質 

審査規制法」という。）、「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促 

進に関する法律」（平成 11 年法律第 86 号。以下「化学物質排出把握管理促進法」とい 

う。）等関連法令の着実な実施を含め、包括的な化学物質対策を実施する。とりわけ、 

以下の事項に重点的に取り組む。 

 

①化学物質のライフサイクル全体のリスクの最小化に向けた取組の推進 

ＷＳＳＤで示された「2020 年までに化学物質が人の健康と環境にもたらす著しい 

悪影響を最小化する」という目標の達成を目指しＳＡＩＣＭの国内実施計画（2012 年 

９月ＳＡＩＣＭ関係省庁連絡会議）に基づいた化学物質管理に取り組む。具体的には、 

①化学物質審査規制法に基づき化学物質のリスク評価を行い、著しいリスクがあるも 

のを第二種特定化学物質に指定する。②化学物質の有害性評価について、定量的構造 

活性相関（ＱＳＡＲ）の開発などにより、より幅広く有害性を評価することができる 

よう取り組む。③ばく露評価について、化学物質のライフサイクル全体からの環境へ 

の排出を把握するための手法の開発や、ＰＲＴＲ制度や各種モニタリング等を踏まえ 

た手法の高度化を推進する。④これらを踏まえて、製造から廃棄に至るまでの化学物 

質のライフサイクル全体のリスクの削減を行う。特にリスクが高い物質については、 

大気汚染防止法、水質汚濁防止法、「ダイオキシン類対策特別措置法」（平成 11 年法 

律第 105 号）等に基づき、排出規制等を引き続き行うことにより、リスク管理を推進 

する。また、ＳＡＩＣＭの 2020 年以降の枠組みに対応した国内実施計画の見直しを 

行うとともに、その進捗状況を点検し、点検結果を各種の施策に反映する。 

 

②化学物質に関する調査研究等の推進 

化学物質対策に関する行政の取組は科学的な知見に立脚して行うことが求められ 

ているため、この知見の集積のための取組として、特にリスク評価の効率化・高度化 

や未解明の問題の調査研究等の一層の推進を図り、環境リスクの詳細な把握とその低 

減につなげる。特に、地方公共団体の環境研究所も含めた研究機関等における化学物 

質対策に関する環境研究を推進するとともに、各種モニタリング等の環境に関係する 

調査の着実かつ効率的な実施並びに蓄積された調査データの体系的な整理及び管理 

を推進する。 



 

 

③化学物質の管理やリスクの理解促進と対話の推進 

化学物質によるリスクについて、関係者（国、地方公共団体、市民、ＮＧＯ、産業 

界、専門家）が対話を通じて正確な情報を共有しつつ意思疎通を図ることによりパー 

トナーシップを発展させる。また、化学品の分類及び表示に関する世界調和システム 

（ＧＨＳ）のラベルや安全データシート（ＳＤＳ）等の活用を通じた、事業者間及び 

事業者と消費者間の情報共有の促進や、環境リスクに関する学校や事業者等における 

理解を促進する。 

 

④子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査） 

環境中の化学物質が子どもの心身の健康に与える環境要因を明らかにすることに 

より適切なリスク管理体制を構築し、安全・安心な子育て環境の実現につなげること 

を目的として、10 万組の親子を対象とした大規模かつ長期のコホート調査で、妊娠 

中の胎児期から子どもが 13 歳になるまで追跡する。 

 

⑤農薬の生態影響評価の改善 

農薬については、国民の生活環境の保全に寄与する観点から、従来の水産動植物へ 

の急性影響に関するリスク評価に加え、新たに長期ばく露による影響や水産動植物以 

外の生物を対象としたリスク評価手法を確立し、農薬登録制度における生態影響評価 

の改善を図る。 

 

○取組推進に向けた指標 

取組の推進に当たっては、以下の指標に基づいて進捗状況の評価を行う。 

 

（環境中の残留状況に係る指標） 

・環境基準、目標値、指針値が設定されている有害物質については、その達成状況 

・各種の環境調査・モニタリングの実施状況（調査物質数、地点数、媒体数） 

・ＰＯＰｓ等、長期間継続してモニタリングを実施している物質については、濃度の増 

減傾向の指標化を今後検討する（例：濃度が減少傾向にある物質数） 

 

（環境への排出状況に係る指標） 

・ＰＲＴＲ制度の対象物質の排出量及び移動量 

 

（リスク評価に係る指標） 

・化学物質審査規制法に基づくスクリーニング評価及びリスク評価の実施状況 

・農薬登録制度における新たな生態影響評価の実施状況 

  



 

第４部 環境保全施策の体系 

第１章 環境問題の各分野に係る施策 

 

６．包括的な化学物質対策に関する取組 

 

（１）化学物質のリスク評価の推進及びライフサイクル全体のリスクの削減 

化学物質のライフサイクル全体を通じた環境リスクの最小化を目指すため、その国際 

戦略であるＳＡＩＣＭに基づき、また、その目標達成のための国内戦略であるＳＡＩＣ 

Ｍ国内実施計画等を踏まえ、以下の取組を実施する。 

化学物質関連施策を講じる上で必要となる各種環境調査・モニタリング等について、 

各施策の課題、分析法等の調査技術の向上を踏まえ、適宜、調査手法への反映や集積し 

た調査結果の体系的整理等を図りながら、引き続き着実に実施する。 

化学物質審査規制法に基づき化学物質のリスク評価を行い、著しいリスクがあるもの 

を第二種特定化学物質に指定する。その結果に基づき、所要の措置を講じる等同法に基 

づく措置を適切に行う。 

リスク評価をより効率的に進めるため、化学物質の有害性評価について、ＱＳＡＲの 

開発などにより、より幅広く有害性を評価することができるよう取り組む。また、化学 

物質の製造から廃棄までのライフサイクル全体のリスク評価手法、海域におけるリスク 

評価手法、トキシコゲノミクス等の新たな手法の検討を行う。 

農薬については、リスク評価により、水産動植物の被害防止や水質汚濁に係る農薬登 

録保留基準の設定を順次進める。さらに、従来の水産動植物への急性影響に関するリス 

ク評価に加え、新たに長期ばく露による影響や水産動植物以外の生物を対象としたリス 

ク評価手法を確立し、農薬登録制度における生態影響評価の改善を図る。 

環境中に存在する医薬品等については、環境中の生物に及ぼす影響に着目して環境調 

査及び環境リスク評価を進める。 

ものの燃焼や化学物質の環境中での分解等に伴い非意図的に生成される物質、環境へ 

の排出経路や人へのばく露経路が明らかでない物質等については、人の健康や環境への 

影響が懸念される物質群の絞り込みを行い、文献情報、モニタリング結果等を用いた初 

期的なリスク評価を実施する。 

また、リスク評価の結果に基づき、ライフサイクルの各段階でのリスク管理方法につ 

いて整合を確保し、必要に応じてそれらの見直しを検討する。特に、リサイクル及び廃 

棄段階において、循環型社会形成推進基本計画を踏まえ、資源循環と化学物質管理の両 

立、拡大生産者責任の徹底、製品製造段階からの環境配慮設計及び廃棄物データシート 

（ＷＤＳ）の普及等による適切な情報伝達の更なる推進を図る。 

化学物質排出把握管理促進法に基づくＰＲＴＲ制度及びＳＤＳ制度については、最新 

の科学的知見や国内外の動向を踏まえた見直し及び適切な運用を通じて、化学物質の排 

出に係る事業者の自主的管理の改善及び環境保全上の支障の未然防止を図る。加えて、 



 

ＰＲＴＲ制度により得られる排出・移動量等のデータを、正確性や信頼性を確保しなが 

ら引き続き公表すること等により、リスク評価等への活用を進める。 

また、大気汚染防止法に基づく有害大気汚染物質対策並びに水質汚濁防止法に基づく 

排水規制及び地下水汚染対策等を引き続き適切に実施し、排出削減を図るとともに、新 

たな情報の収集に努め、必要に応じて更なる対策について検討する。特に、有害大気汚 

染物質については、ＰＯＰｓなどの新たな化学物質も含め、健康影響、大気中濃度、発 

生源、抑制技術等に係る知見を引き続き収集し、科学的知見やモニタリング結果等に基 

づき、環境目標値の設定・再評価や健康被害の未然防止に効果的な対策のあり方につい 

て検討する。非意図的に生成されるダイオキシン類については、ダイオキシン類対策特 

別措置法に基づく対策を引き続き適切に推進する。事故等に関し、有害物質の排出・流 

出等により環境汚染等が生じないよう、有害物質に関する情報共有や、排出・流出時の 

監視・拡散防止等を的確に行うための各種施策を推進する。 

汚染された土壌等の負の遺産については、「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理 

の推進に関する特別措置法」（平成 13年法律第 65号） 、土壌汚染対策法等により適正 

な処理等の対応を進める。 

事業者による有害化学物質の使用・排出抑制やより安全な代替物質への転換等のグリ 

ーン・サステイナブルケミストリーと呼ばれる取組を促進するため、代替製品・技術に 

係る研究開発の推進等の取組を講じる。 

 

（２）化学物質に関する未解明の問題への対応 

科学的に不確実であることをもって対策を遅らせる理由とはせず、科学的知見の充足 

に努めながら予防的取組方法の考え方に立って、以下をはじめとする未解明の問題につ 

いて対策を講じていく。 

胎児期から小児期にかけての化学物質ばく露が子どもの健康に与える影響を解明す 

るために、全国で 10 万組の親子を対象とした大規模かつ長期の出生コホート調査（エ 

コチル調査）を着実に実施する。 

本調査は、2010 年度より全国で 10 万組の親子を対象とした大規模かつ長期の出生コ 

ホート調査である。母体血や臍帯血、母乳等の生体試料を採取保存・分析するとともに、 

子どもが 13 歳に達するまで全参加者に半年ごとに行う質問票調査や、5,000 人の参加 

者に対して行う、精神発達調査や環境調査等の、より詳細な調査によるフォローアップ 

を行うこととしている。得られた成果については、化学物質の適正な管理に関する施策 

に活用することにより、安全・安心な子育て環境の構築に役立てていく。 

化学物質の内分泌かく乱作用について、評価手法の確立と評価の実施を加速化し、そ 

の結果を踏まえリスク管理に係る所要の措置を講ずる。また、経済協力開発機構（ＯＥ 

ＣＤ）等の取組に参加しつつ、新たな評価手法等の開発検討を進め、併せて国民への情 

報提供を実施する。 

複数の化学物質が同時に人や環境に作用する場合の複合影響や、化学物質が個体群、 

生態系又は生物多様性に与える影響について、国際的な動向を参照しつつ、科学的知見 

の集積、機構の解明、評価方法の検討・開発等に取り組む。その成果を踏まえ、可能な 



 

ものについてリスク評価を順次進める。 

急速に実用化が進み環境リスクが懸念されるナノ材料について、ＯＥＣＤ等の取組に 

積極的に参加しつつ、その環境リスクに関する知見の集積を図るとともに、環境中挙動 

の把握やリスク評価手法の確立を進めることで、状況の早期把握に努める。 

 

（３）化学物質に関するリスクコミュニケーションの推進 

国民、事業者、行政等の関係者が化学物質のリスクと便益に係る正確な情報を共有し 

つつ意思疎通を図る。具体的には、「化学物質と環境に関する政策対話」等を通じたパ 

ートナーシップ、あらゆる主体への人材育成及び環境教育、化学物質と環境リスクに関 

する理解力の向上に向けた各主体の取組及び主体間連携等を推進する。 

ＧＨＳに係る国内外の動向を踏まえ、消費者への情報提供を含め、ライフサイクル全 

体を通じたサプライチェーンにおける化学物質含有情報等の伝達の枠組み整備や中小 

企業支援等に取り組む。 

 

（４）化学物質に関する国際協力・国際協調の推進 

我が国の包括的な化学物質管理に係る実施計画であるＳＡＩＣＭ国内実施計画に沿 

って、ＳＡＩＣＭに資するような国際的な観点に立った化学物質管理に取り組む。また、 

進捗状況を適時に点検し取組の一層の促進を図る。さらに、現在のＳＡＩＣＭ終了後の 

2020年以降の枠組みに関する国際的な議論を積極的にリードし次期枠組みの採択に貢 

献するとともに、次期枠組みに基づく包括的な化学物質管理に係る取組を推進する。 

水銀に関する水俣条約に関して、国内では「水銀による環境の汚染の防止に関する法 

律」（平成 27年法律第 42号）に基づき条約の規定を上回る措置を講じるとともに、途上 

国支援等を通じて条約の実施に貢献する。 

ＰＯＰｓ関係では、条約に基づき国内実施計画を更新する他、条約の有効性評価に資 

するモニタリング結果等必要な情報を確実に収集する。また、国内の優れた技術・経験 

の伝承と積上げを図りつつ、国際的な技術支援等に貢献する。 

ＯＥＣＤ等の国際的な枠組みの下、試験・評価手法の開発・国際調和、データの共有 

等を進める。子どもの健康への化学物質の影響の解明に係る国際協力を推進する。 

アジア地域においては、化学物質による環境汚染や健康被害の防止を図るため、モニ 

タリングネットワークや日中韓化学物質管理政策対話、化学物質対策能力向上促進講習 

等の様々な枠組みにより、我が国の経験と技術を踏まえた積極的な情報発信、国際共同 

作業、技術支援等を行い、化学物質の適正管理の推進、そのための制度・手法の調和及 

び協力体制の構築を進める。 


	参考資料3の表紙_第五次環境基本計画の閣議決定について
	参考資料3_第五次環境基本計画の概要v3.pdf
	参考資料3_第五次環境基本計画の概要v2.pdf
	参考資料3-2_第五次環境基本計画（抜粋）
	空白ページ

	空白ページ



